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・大手労組は、昨年と同水準またはそれを超える賃金引き上げを獲得。グループトータルでの労使交渉を
意識し、全体的な底上げが図られた。
・非正規労働者の賃金改善や、休日休暇の取り扱いなど正社員との格差是正も前進。
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１. 2021年春季生活闘争の位置づけ、大きな方針
― �2021闘争のポイントや重点事項、それに込められた思いや背景

についてお聞かせください。特に、2021闘争は、「コロナ禍のもと
での闘争」でしたが、これまでの取り組みと比べて留意された点な
どがあれば教えてください。

情報労連は複合産別であり、情報通信・情報サービス・通
信建設・印刷・運輸・製造・建築・ビルメンテナンスなどの業
種の組合が加盟している。コロナ禍でエッセンシャルワーカーに
注目が集まったが、われわれの加盟組合にも、ネットワーク監視
業務、通信設備の建設・保全、携帯ショップのスタッフなど、日
常生活の維持のため現場で働く、まさにエッセンシャルワーカー
の方 も々多く、各職場での組合員の頑張りにこたえようという
思いを強くもって取り組んだ闘争であった。

新型コロナによる情報産業に対する影響は甚大ではな
かったものの、一部では休業や一時帰休等もみられた。そのた
め2021春闘では、雇用確保を大前提に「働く者の将来不安
を払拭し、内需拡大に向けた分配構造の転換につながり得る
賃上げ」の取り組みを継続することとし、日本における社会的
課題の克服に向けて、「底支え」「格差是正」を重視し、働き
の価値に見合った処遇の実現に向けた取り組みを展開する、
という基本方針とした。

具体的には、①全体的な底上げ②格差是正③底支え④
すべての労働者の立場にたった働き方の実現、の四つを重
点として掲げた。①は、月例賃金改善を含む労働条件トータル
の改善をめざし、年収の維持・向上の取り組みを強化した。そ
の上で、月例賃金については、定期昇給相当分の確保を大
前提に、社会的な賃上げの流れを継続するため、２％程度の
賃上げをめざすこととした。②は、有期契約等労働者の賃金
については、雇用形態にかかわらず昇給ルールや賃金カーブ
が描ける制度の導入等をめざし、一時金はその目的・性質に
基づく制度の確立に向けて取り組んだ。また、サプライチェーン
全体で生み出した付加価値の適正分配に向けて、「パート
ナーシップ構築宣言」の取り組みを展開することとした。

２. 賃金・一時金関係
― �要求のポイントや結果、経過に対する評価をお聞かせください。

7月末時点の集計では、2021春闘の交渉単位は412組織
であり、そのうち賃金・一時金を中心に何らかの要求を出した

のは301組織（73%）、285組織（要求した組織の95％）が妥結
に至っている。以下では情報労連の中核となる労働組合の
状況を示す。

１）ＮＴＴ労働組合
正社員の賃金改善として平均 2,000 円（昨年と同水準）、

60歳超え雇用者（月給制）で1,350円を改善した。また、有期
契約等労働者等および60歳超え雇用者（時給制）における
サポート手当および特別休暇等の労働条件を正社員と同一
にするなど、均等・均衡処遇の実現に向けた回答を引き出し
た。

２）ＫＤＤＩ労働組合
これまでも非正規労働者に関する取り組みを積極的に

行ってきたが、今年も同様に力を入れ、契約社員への一時金
は、満額の13万円（昨年と同水準）を獲得した。賃金改善は
正社員、非正規ともに要求を見送った。

３）通建連合
大手労組では、正社員の賃金改善として1,200円程度の

回答を引き出し、昨年を100円程度上回った。下請けやグ
ループ会社でも賃金引き上げが図られ、全体的な底上げにつ
ながった。また、非正規労働者の処遇改善についても、正社
員と同水準の率で賃上げを獲得したところがあるほか、現場
に出なければならない職種に対し、一時金とは別に、有期契
約等労働者、嘱託社員等も含めて同額の手当を支給した企
業もみられた。

社会全体がコロナにより萎縮する中、厳しい結果が出るの
ではないかという懸念があったが、粘り強い交渉の結果、前進
的な回答が多く引き出された。グループトータルでの労使交渉
を意識して行うことにより、業種業態により好調なところと厳し
いところが混在する中でも、グループの一体的事業運営という
観点で底上げを図ることができたことも今年の成果といえる。ま
た、非正規労働者の賃金改善は大きな前進である。

一時金については、増収増益のところではプラスα分を勝ち
取ったところもみられ、春闘方針にのっとり「労働条件トータル
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での改善」が図られたという総括的な認識を持っている。

３. 賃金関係以外
― �要求のポイントや結果、経過に対する評価をお聞かせください。

１）2021春闘における要求方針のポイントと取り組み
働き方改革、同一労働同一賃金、法改正を踏まえた取り組

みを継続した。労働時間の適正化に向けては、年間労働時
間の縮減、「勤務間インターバル制度」の導入などに取り組ん
だ。また、均等均衡待遇の実現に向けて、無期転換労働者の
労働条件等も含めて把握し、不合理な処遇差の解消に向け
た取り組みを強化することとした。男女平等・ダイバーシティー
推進に向けて、あらゆるハラスメントや差別の禁止に取り組む
とともに、「育児」「介護」「治療」と仕事の両立を図ることので
きる環境整備に引き続き取り組むという方針を掲げた。

結果については、労働時間の適正化に関して、年間休日
や年休の付与日数の増加、勤務間インターバル制度の導入な
どの回答がみられたほか、非正規労働者の休日・休暇の日数
や取り扱いを合わせるなどの改善もみられた。政労使の議論
により策定された「パートナーシップ構築宣言」への参画の取
り組みは、今春闘で大きな柱として位置付けて取り組み、登
録を促進した。また、コロナに関連して、リモート手当、メンタルヘ
ルスのストレスチェックなどの議論も進んだ。

２）高年齢者雇用について
有期契約等労働者も含めた「希望者全員の雇用継続」が

図られるよう対応するとともに、「同一労働同一賃金」の法規
定を勘案した取り組みを継続するという方針とした。今年は、
同一労働同一賃金の観点から、処遇の改善に取り組んだ組
織が多くなっている。

ＮＴＴ労組でも、2.1)のとおり、高年齢者の賃金が引き上げ
られ、画期的な成果と受け止めている。ただ、情報通信、情報
サービス産業では技術の進歩が速く、新しいスキルや能力が
求められる中、高齢者が活躍できる職域の確保が大きな課題
である。通信建設業では、人材不足という面もあり、今年の春
闘で63歳までの定年延長を勝ち取った組織もみられる。一
方、高所作業や重量物の運搬などもあるため、高齢者の安全
確保という点で課題もある。また、有期雇用であっても、更新の
際に定昇のような仕組みが必要ではないかという論議もあり、
スキルアップ手当という形で一部導入しているところもある。

３）通信建設業の取り組み
通信建設業は、国交省主導のもとで働き方改革を行ってお

り、労働時間の縮減、完全週休２日などを目指して取り組んで
いる。通建連合の加盟組合においても、所定労働時間の縮
減など、今春闘で成果を出したところもみられた。また、通信建
設業では、休日を除く工期の設定、行き過ぎた多重請構造の
解消等、適正取引、安全労働の観点からも政労使で課題認
識は共有されており、今後、下請け企業にしわ寄せがいかな
い仕組みを浸透させてくことができるかが重要だといえる。

４. まとめ
― �今後の課題（中長期的な課題）と2022年春闘への課題等につ

いてお聞かせください。

１）2022春闘に向けて
来年の方針においても、「社会全体の底上げ」と「経済の

好循環」を図るという方向感は引き続き重視すべきと考える。
また、フリーランス、兼業・副業などを含めて「働く」という定義を
広げ、労働組合の社会的責任について、春闘を通じても議論
を重ねていくことが必要だと考えている。

２）�変化の激しい時代における、経営のカウンターパートとし
ての労働組合
世界でSDGs、ESG経営などが主流となる中、このような点

を意識した経営において、労働組合はカウンターパートとして
存在価値が高まるはずだと考える。労使が知恵を出し合わな
ければ事業の継続も発展もあり得ない。変化に対応するため
に、我々一人一人が知識のレベルも上げ、当該会社と論議で
きるようにならなければならない。

そのためにも、組織化に取り組み、労働組合の組織率を高
めていくことが重要であると同時に、既存の労働組合において
も、組織力強化と人材育成が急務であると認識している。

３）組織化、労働組合の意義
通信建設業では、大手は通建連合に結集しているが、下

請けの会社は未組織のところもある。建設工事で人身事故が
起きているのは、労働組合のない二次、三次の下請けや子会
社が多くなっており、安全の観点からも組織拡大を図っていく
必要があると感じている。

また、とりわけ情報サービス産業等、正社員、有期契約社
員、派遣社員、他社からの協力社員、など多様な人材が一つ
の現場で働いている場合、制度や処遇の違いが職場の雰囲
気の悪化を招く要因にもなる。労働組合は、このような問題の
解消にも力を発揮できる。現実的に是正できる格差改善に取
り組み、是正が難しいものは説明責任を果たす。このことに
よって、理解・納得度が高まり、相互理解につながり、職場の
仲間意識の醸成、生産性向上にも寄与することができると考
えている。

情報労連（情報産業労働組合連合会）：情報通信業・情報 
サービス業・通信建設業とその関連企業を主軸に、印刷業・ 運
輸業・酒造メーカー等々、多種多様な業種約250組合、約20万
人が結集する複合産別。「社会的に価値ある労働運動の実
践」を座標軸に、平和・環境・社会貢献活動も積極的に推進。 

北野　眞一（きたの　しんいち）氏
1984年、日本電信電話公社採用。1994年全電通香川県支
部執行委員をスタートに、ＮＴＴ労組ドコモ本部執行委員を歴
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